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（別紙様式４－２）                                               （特別支援学校用） 
 

熊本県立黒石原支援学校 平成３０年度学校評価表 
 

１ 学校教育目標 

児童生徒の病気や障がいの状況及び教育的ニーズに応じた指導・支援を行うことで、一人一人の能力を

最大限に伸ばし、主体的・自立的に生活する力を育む。 

 

２ 本年度の重点目標 

（１）組織的な取組の推進 

（２）専門性の維持・向上 

（３）学習環境の整備 

 

３ 自己評価総括表 

  評 価 項 目 
評価の観点 具体的目標 具体的方策 

評

価 
成果と課題 

大項目 小項目 

学校 
経営 
 

教育目標
を達成す
るための
体制整備 
 

教育的ニー
ズへの細か
な対応 

円滑な支援を
行うため、段階
的な校内支援
体制の機能化
を図る。 

学部主事と特別支
援教育コーディネ
ーターの連携を図
り、校内支援会議等
において課題解決
型の取り組みを進
める。また、ケース
会議の実施やＳＣ、
ＳＳＷ等の関係機
関との連携を強化
しケースの蓄積・活
用に努める。 

Ｂ 各クラスと学部主事、校内支援
担当等が協力し、対応策を出し
合いながら関係機関につなぐこ
とができた。12月の時点で、SC
活用数のべ24件、SSW活用数の
べ46件、ケース会議実施数のべ
39件である。課題改善に向けた
効果的な取組を実施することも
できた。校内支援委員会の有効
な進め方に関して課題が残った
点があった。 

担任・各グルー
プ等での情報
共有を図る。 

各学部・グループ会
等で、児童生徒の情
報を共有し、共通理
解を図る。月２回の
総務会に特別支援
教育コーディネー
ターも参加し児童
生徒の状況を確認
するとともに、チー
ムで対応できるよ
うにする。 

Ｂ 児童生徒の情報共有については
、クラス毎、課程毎に学習G会 
等を活用しながらチームで対応
できるように取り組んだ。また
、各クラスや校内支援担当が協
力して定期的に関係機関等との
ケース会議を開催し、役割分担
しながら取り組むことができた
。手立てに取り組んでいくため
のフォロー体制をさらに整えて
いきたい。 

学校改革 
 

校務の整理
・精選 

業務分担の平
準化と防災に
係る業務の整
理を行う。 
 

学部・分掌部におい
てすべて副主事・副
部長を配置し、仕事
の分担を図るとと
もに、昨年度まで保
健部で担当してい
た防災に係る業務
を全分掌部で分担
して進める。 

Ａ 各課程にグループ長、各分掌部
に副部長を配置し、役割分担や
相互に連携を図って、業務の平
準化を図ることができた。防災
に係る業務分担は、防災主任が
進捗を管理した。本年度は各分
掌部で業務を分担することで、
全校で取り組む体制を整えた。 

働き方の見
直しによる
職員の健康
維持増進 

時間外に長時
間勤務してい
る職員を減ら
す。 
 

メリハリのついた
勤務を推奨するた
めに、毎週水曜日は
アフターファイブ
とし、全職員午後６
時までに退勤する
とともに、退勤時刻

Ｂ 毎週水曜日はアフターファイブ
とし、殆どの職員が午後６時ま
でに退勤し、メリハリのついた
勤務を推し進めることができた
公文書の書き方等を提示して文
言の統一を図るともに、簡易起
案も推奨して文書決裁に係る負
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が遅い職員に意識
付けをする。 
公文書の書き方等
を提示し文言の統
一化を図る。 

担を軽減した。しかしながら、
職員の勤務時間平均は、１２月
時点で昨年度比１時間弱増加し
ている。 

授業の 
充実 
 

児童生徒
の実態に
応じた教
育課程の
編成 
 

現在の教育
課程につい
ての整理・
検討 

Ⅲ課程の教育
課程について、
自立活動、日常
生活の指導に
加えて来年度
は生活単元学
習の導入をす
る。 

Ⅲ課程の各学部で
教育課程に係る検
討を行い、１１月ま
でに生活単元学習
を導入した教育課
程案を作成する。ま
た、教育課程検討委
員会で、学校全体で
検討し共通理解を
図る。 

Ａ 来年度からのⅢ課程の生活単元
学習導入については、各学部で
教科や時数、年間指導計画等の
検討を行った。さらに教育課程
検討委員会で、教科のバランス
や学部間・課程間の系統性を見
直した。来年度からの実施に向
け、通知表や個別の指導計画の
様式も整えた。 

本校の児童
生徒の実態
に合った「
個別の指導
計画」の整
理・検討 

前期・後期での
「個別の指導
計画」の目標、
手立て、評価の
実施について、
改善すべき点
やPDCAサイク
ルとして機能
しているかを
検証する。 

各学部・課程におい
て前期・後期での「
個別の指導計画」の
課題等を検討集約
する。それらをもと
に教務部で様式・マ
ニュアルを再検討
し整える。 

Ｂ 前期・後期での「個別の指導計
画」の運用については、教務で
マニュアルを作成し、全職員に
配付・説明し、職員への周知を
行った。運用上の改善点等につ
いてはアンケートを実施した。
PDCAサイクルにおいては、評価
を次の教育活動にどう生かして
いくのかに課題が残った。 

専門性の
向上 
 

職員研修の
充実 

担当する児童
生徒の自立活
動に関する適
切な目標が設
定できるよう、
夏季休業中に
研修会を実施
する。 

研究部が打合せ立
案し、研修会を実施
する。 
 

Ｂ 夏季休業中一木薫教授を招聘し 
て病弱教育研修会を実施した。新
学習指導要領に基づいた、実態把
握や課題関連図作成、目標設定等
の流れを実際に行ったことで、職
員の自立活動に関する専門性を
高めることができた。職員一人一
人の自立活動についての理解度
に違いがあるので、来年度も引き
続き校内で自立活動についての
研修会の実施に取り組みたい。 

自立活動の視
点に立った授
業実践につい
て研究を深め
る。 

各学部・課程におい
て、それぞれ年間１
回以上研究授業や
授業研究会、公開授
業等を行い授業の
課題や今後の改善
方法等を明らかに
し検討する。また、
授業の質を高める
ために他校の授業
研究会等研修会等
にも参加する。 

Ｂ 各学部、課程において研究授業や
授業研究会を行ったり、他校の授
業研究会等の研修会への参加を
促したりしたことで、授業改善の
方法等について意識の向上や協
議を深めることができた。特に本
校での授業研究会はⅠⅡ課程職
員とⅢ課程訪問教育の交流を促
進したことで、多角的な視点から
の授業研究や情報の共有を行う
ことができた。 

キャリ
ア教育 
(進路 
指導) 

キャリア
教育の推
進 
 
 

キャリア教
育の観点か
らの身につ
けたい力を
踏まえて実
践できる環
境の整備 

個別の教育支
援計画作成の
際に、キャリア
教育の観点か
らも捉え検討
する。 

昨年度作成した資
料を活用し、児童生
徒の「個別の教育支
援計画」の長期目標
をキャリア教育の
観点からも捉え、キ
ャリア教育を意識
した教育となって
いるか検討する。 

Ｂ キャリア教育を意識した支援計
画を立てることができた。 
出口教育でなく卒業後の生活を
意識した対応が今後も必要であ
る。 
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進路指導
の充実 
 
 

個に応じた
進路指導の
充実 

卒業後の生活
を見据えた進
路指導の充実
に取り組む。 
 

客観的な評価のた
めに実習等での事
業所評価を含めた
第三者評価を活用
し、本人・保護者・
関係機関と進路の
方向性を共有する。 
医療的ケア対象生
徒や療育手帳のな
い生徒等の進路先
の開拓に向けて、高
校からの情報収集、
関係機関及びハロ
ーワークと連携す
る。 

Ｂ 関係機関担当者、支援者会議を
実施し連携をとるとともに、面
談時以外でも保護者との情報交
換に努めることができた。 
ハローワークや他校との情報交
換を意識して行うことができた
。一般企業、Ａ型Ｂ型事業所等
福祉事業所を訪問し、受入可能
の返事をいただくことができた
。今後は、生徒側への働きかけ
が課題である。 

卒業生の追支
援を行い、在校
生の指導につ
なげる。 

卒業生の情報を職
員や生徒に積極的
に伝える。 
卒業生との交流会
を行いお互いの交
流範囲拡大を図る
とともに、在校生へ
の指導につなげる。 

Ａ 卒業生との交流会は、卒転出生
の様子を知る良い機会となった
。また、卒業生の声を直に聞く
ことで、卒業後の生活への見通
しを持ち、心構えもできるよう
になってきた。今後も継続して
行うとともに、生徒の特性にあ
った進路についての意識を高め
る必要がある。 

生徒 
(生活) 
指導 
 

児童生徒
の規範意
識の向上 
 
 

情報モラル
をはじめと
した、生活
全般におけ
る規範意識
の育成 

情報モラル指
導を充実する。 

情報モラル指導を
充実させるために、
ケータイ安全教室
等で専門家の協力
を得たり、校外の生
徒指導部会での情
報を活用したりす
る。 

Ｂ 外部専門家を招聘した携帯安全
教室を実施し、ＳＮＳでの個人情
報の取り扱いやマナー、危険性に
ついて講話を行った。これ以外に
も機会を捉えて各学部の集会等
でも伝え、危機意識を高めた。し
かし、問題行動が発生しているた
め、引き続き各学部再発防止に向
けて取り組んでいく必要がある。 

児童生徒
の主体的
活動の推
進 
 

小中学部児
童生徒会及
び高等部生
徒会の充実 

各学部の文化
祭や全校交流
集会を通じて、
執行部のとし
てのリーダー
シップを育成
する。 

児童生徒がより自
主的に、計画・話し
合いを行い、スムー
ズな執行部活動と
なるよう、教師間で
連携を図り、早めの
立案や協同して準
備等を行う。 

Ｂ 児童生徒会活動は放課後の活動
が実施できないため昼休みの時
間を利用している。短時間で効率
的に行えるように事前の予告を
行い、当日の話し合いがスムーズ
になるよう工夫している。児童生
徒の実態から、児童生徒会役員の
役割が集中する傾向にあり、負担
軽減の必要がある。 

人権教
育の推
進 

全職員の
人権意識
のさらな
る向上 
 

取 組 の 方
針 や 重 点
的 な 取 組
な ど の 共
通理解 

人権教育に関
する職員研修
を推進・改善
し、充実させ
る。 
 

人権教育推進委員
会を定期的に開催
し、校内の人権問
題に対する事案に
ついて指導・支援
・方法等を検討す
る。また、研修等
を職員のニーズに
応じた内容で企画
立案し全職員で取
り組む。 

Ｂ 人権教育推進委員会を定期的
に開催し、部落差別の解消の
推進に関する法律についての
内容で校内研修を行った。ま
た小中学部を中心に人権教育
公開授業を実施、高等部では
人権レポート報告会を実施し
た。次年度は更に職員のニー
ズに応じた内容の校内研修を
企画立案し実施する。 

地 域 社 会
と 連 携 し
た 人 権 教
育の推進 

地域の研修会
に参加する。 
 

合志市人推協の公
開授業研究会をは
じめとした各種研
修会への参加を促

Ｂ 合志市人推協総会での解放同
盟支部長の講話、夏期講座、
菊池恵楓園現地学習会、合志
市授業研究会に参加した。ま



4 
 

す。また、復講を
行い職員の共通理
解を図る。 

た、校外での人権教育研修の
感想やレポートの回覧復講を
行った。 

人権教育
に関わる
指導方法
等の工夫
・改善 
 

人 権 教 育
特 設 授 業
に お け る
内 容 の 工
夫 や 指 導
法の改善 

各学部におい
て児童生徒の
実態や発達段
階に応じた教
材の工夫を行
う。 

児童生徒の実態を
把握し、職員間で
共有するとともに
、個に応じた授業
実践になるよう一
人一人を大切にし
た内容で実施する
。特設授業の企画
立案のために、人
権教育推進委員会
を中心に情報提供
を行う。 

Ｂ 前期、後期の２回の人権週間
において、全学部で児童生徒
の実態に応じた特設人権学習
の授業実践（ハンセン病問題
、仲間づくり、進路公開、部
落差別問題など）を行った。
また、授業実践の学習指導案
をまとめ回覧復講を行い、職
員の指導法の改善に役立てる
ことができた。 

命を大切
にする心
を育む指
導の充実 
 

授 業 実 践
の充実・整
理 

各学部・課程
で児童生徒の
実態に応じて
きめ細かに命
を大切にする
心を育む。 

教科、領域等の学
習と関連づけ命の
重さについて考え
る授業を実践する
。 

Ｂ 講師を招き、児童生徒の心が
音楽を通して一つになるよう
な集会を行った。また中学部
の公開授業研究会では権利と
人権について授業を行い、人
権と命について学習した。 

いじめ
の防止
等 

いじめ防
止に向け
た取組 
 
 
 

小・中・高
の学部や課
程の枠を超
えた仲間意
識の育成 

いじめを絶対
に許さない、見
逃さないとい
う児童生徒の
意識を高める。 

いじめ防止に向け
た標語を生徒会中
心に作成し、全校児
童生徒に呼びかけ、
各学部集会におい
て、いじめ防止に向
けた取組を行う。 
全校交流集会で、小
中高の執行部から
いじめをなくす呼
びかけをする。 

Ｂ 全校交流集会でいじめ防止に向
けた標語を発表し、いじめ防止
に向けた決意を共有できた。ま
た、全校児童生徒がグループに
分かれてゲームを行い児童生徒
間の交流で絆を深めることがで
きた。各学部の集会において携
帯・スマホのＳＮＳ利用でのト
ラブルの事例を紹介等して危機
意識を高めることも行った。今
後も各クラスにおいてもアンケ
ートの実施や個別面談を実施し
、さらにいじめ防止に努める必
要がある。 

不安や悩み
等に対する
相談活動の
実施 

全職員が連絡
を密にし、いじ
めの早期発見
早期対応、解決
に向けて積極 
的な介入を行
う。 

いじめの早期発見
につなげるため、学
期に１回以上の個
別面談を実施する。 

Ｂ １１月の心アンケートの結果、Ｓ
ＮＳ利用でのいじめが認知され
た。担任を中心として早めに対応
し大事には至らなかった。児童生
徒の不安や悩みの把握やいじめ
の早期発見のために、定期的にア
ンケートや個別面談を行う必要
がある。また、各クラスの担任団
の話し合いによる情報共有や何
でも言える雰囲気づくりが必要
である。 

地域 
支援 

特別支援
教育に関
する山鹿
市の小中
学校等へ
の支援 
 

特別支援教
育に関する
教育相談や
研修会の充
実 

山鹿市教育委
員会の依頼を
受け、巡回相談
を実施すると
共に、効果的な
継続支援を行
う。 

事前の聞き取りシ
ートを基にしたり、
支援会議シートを
活用した課題解決
検討会の方法を推
進したりしながら
具体的な支援策を
提案する。継続支援
で、依頼校コーディ
ネーターと協力し

Ａ 巡回相談の際、課題を明らかに
し、原因に合う具体策を提案する
とともに、PDCA サイクルでの課
題解決型の取組を働きかけた。こ
のことにより、対象児童生徒の課
題が減少し、改善につながったケ
ースが増えた。また、依頼校コー
ディネーターと、対象児童生徒の
変容に関してこまめに情報交換
を行うなどしたことにより、継続
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て評価や追支援を
丁寧に行い、担任等
の負担感に配慮し
ながらＰＤＣＡサ
イクルでの定例会
開催ができるよう
各校で働きかける。 

支援として巡回相談を積極的に
活用する学校が増えた。今後も山
鹿市の関係機関との連携を強化
しながら、支援内容充実を進めて
いきたい。 

指導力向上研
修、基礎講座で
アンケートの
満足度を80％
以上にする。 

山鹿市連携協議会
実務担当者を中心
とした実行委員会
等と役割分担等を
明確にし、連携する
と共に、アンケート
を実施してニーズ
を把握し、受ける立
場に立った配慮を
する。 

Ａ 基礎講座では、事前アンケート
により把握したニーズを的確に
内容に盛り込むことができた。
また、指導力向上研修では、運
営等に関する意見交換内容を丁
寧に反映させるなどした。この
ように受ける立場に立った配慮
をすることにより、アンケート
結果満足度９０％以上を得るこ
とができた。 

病弱教育
に関する
県域の小
中学校等
への支援 

病弱教育に
関する研修
会や教育相
談の充実 
 

県内の病弱身
体虚弱教育担
当職員と本校
職員への研修
会等を実施す
る。 

研究部を中心に講
師を招聘して自立
活動に関する研修
会を企画運営する。
また教育支援部に
おいて、外部専門家
を活用した教育相
談及び実技研修を
企画・運営する。 

Ａ 教育相談及び実技研修では、専
門家を招聘した授業参観及び検
討会を設けた。このことにより
、具体的な指導を受け、授業や
生活指導の改善につなげること
ができた。共有した知見を有効
に生かしていくために、各担当
者から働きかけるなどのバック
アップ体制をさらに整えていき
たい。 

小中学校等か
らの教育相談
へ対応すると
共に、継続支援
に努める。 

教育相談啓発のチ
ラシ配付を行うと
共に、各特別支援学
校とも連携した支
援を行う。 
 

Ｂ 県内全ての病弱虚弱特別支援学
級設置校にチラシ配付をして、啓
発を行うことができた。各担当エ
リアの特別支援学校との協力を
強化しながら、効果的な支援の実
施を進めていきたい。 

地域連
携(ｺﾐｭﾆ
ﾃｨ･ｽｸｰﾙ
など) 

コミュニ
ティ・ス
クールの
推進 
 

地域の関係
機関との連
携体制の確
立 

避難所運営に
関する整理を
行うとともに、
来年度からの
コミュニティ･
スクール推進
に円滑に移行
できるように
する。 

学校運営協議会を
開催し、避難所運営
に関する整理を行
う。来年度からのコ
ミュニティ･スクー
ル推進のため、他校
の情報を収集し、校
内で協議をする。 

Ｂ 避難所運営に係る整理を校内で
行い、ひのくに高等支援・菊池
支援と協議した内容を合志市に
は伝えており、合志市の反応を
待っている状況である。来年度
のコミュニティ・スクールの推
進については、学校評議員会と
の整理を行いながら実施する必
要がある。 

地域との
よりよい
関係づく
りの推進 

地域のさま
ざまな資源
の活用の推
進 

地域の団体等
との交流を活
性化する。 

医療面での病院と
の連携、教材開発で
の熊本高専との連
携、福祉面での事業
所との連携を継続
する。 

Ａ 日頃から熊本再春荘病院、熊本
高専、諸事業所と積極的に連携
を図るとともに、校外学習等で
地域資源を積極的に活用して地
域との交流を図った。 

健康 
安全 

危機管理
の徹底と
システム
の整備 

緊急時の職
員の適切な
対応能力の
向上と関係
機関との連
携 

緊急時に全職
員が迅速に適
切な対応がで
きるようにす
るために、学校
危機管理マニ
ュアルをもと
に各種訓練の
実施、防災用品

各分掌部が立案し、
各種訓練を実施す
るとともに、各学部
・課程で避難経路や
避難方法を確認す
る時間を取り緊急
時に備える。また、
長期休業期間を中
心に備蓄品や個人

Ａ 今年度より防災に関する業務を
各学部主事や各分掌部で分担し
たことで、学校全体で取り組む
ことができた。毎年実施してい
る訓練に加え、防災用品の使用
体験や消火栓使用訓練を実施し
、職員の災害対応力の強化に努
めた。また、訓練後のアンケー
トを集約し、疑問や意見に丁寧
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の点検、保護者
との連携を図
る。 

の携行品の準備、内
容の確認、防災用具
の点検を行う。災害
時に備え児童生徒
引き渡し書を作成
し、保護者と連携し
た防災対策を進め
る。 

に対応し改善策をとっていくこ
とで、１つ１つの訓練の意義を
伝えるようにした。高等部では
２階からの避難訓練を行い、職
員の役割分担、避難経路、避難
方法等詳しく確認することがで
きた。備蓄品を整理し数量や消
費期限等をまとめた一覧表を更
新した。緊急時引き渡しカード
を保護者に提出してもらい、い
つでも活用できるよう整理して
いる。６月に保護者との引き渡
し方法の確認を行った。来年度
は職員の役割分担を決めて、引
き渡し訓練を実施予定である。 

児童生徒の
日常の健康
管理対策と
医療機関と
の連携 

日々の健康管
理及び徹底し
た安全管理に
取り組む。 

児童生徒に対する
健康観察を徹底し、
養護教諭・病院・看
護師との連携を十
分に図る。トランシ
ーバーやパルスオ
キシメータ、ＡＥＤ
等について、必要な
場所で効率的に使
用できるよう管理
を徹底する 
事故防止のため、毎
月の安全点検を丁
寧に実施するとと
もに、全職員で課題
の共有化を図るた
めにヒヤリハット
事例の集約・整理を
行い周知する。 

Ａ 児童生徒の心身の健康状態につ
いて、ケースによっては校外の
関係者を交えて共有し支援を行
った。医ケアについては、運営
協議会の記録を職員、保護者に
配付することで、緊急時の対応
や看護師不在時の保護者対応に
ついて共通理解を図り、スムー
ズに保護者の協力を得られるよ
う努めた。パルスオキシメータ
やトランシーバー等の機器の点
検・管理を徹底したことで、計
画的に使用・購入することがで
きた。ヒヤリハットが起きた際
には、速やかに各学部に周知す
る流れを整え、原因や対策を共
通理解することで再発防止に努
めた。また定期的に過去の事例
の一覧を全職員に回覧し、注意
喚起を図った。 

学校給食
の充実と
食育の推
進 
 

健康管理の
ための栄養
管理及び食
物アレルギ
ー対応と給
食指導 

児童生徒に応
じた学校給食
の栄養管理及
び食物アレル
ギーを持つ児
童生徒への適
切な対応に努
める。また、食
育の推進を図
る。 

可能な範囲で児童
生徒の実態に応じ
た内容や形態で給
食を提供する食物
アレルギーを持つ
児童生徒への対応
に関しては、複雑・
過剰な対応ではな
く、完全除去対応を
基本とする。また、
食事の楽しさや重
要性、食材等につい
て、給食時や授業時
等を活用して食に
関する指導を行う。 

Ｂ 今年度、形態加工食児童は３２
人で年々増加している。今後更
に希望者が増える場合は形態の
段階を減らすなどの対応を検討
する必要がある。形態の変更や
持病による献立の変更（代替・
除去）については、保護者・学
部・業者との確認の上対応して
いる。食物アレルギーのある児
童生徒の中には、９月から安全
のため自宅より代替食を持参し
てもらっている児童もいる。異
物混入があった際は、原因究明
を丁寧に行い、再発防止に努め
ている。食に関する指導につい
ては、全学部で授業を実施した
。給食時間も各学部を回り、食
に関する興味関心を高めるよう
なクイズ、声かけを行った。今
後も継続して実施していく。 
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情報  
教育 

情報視聴
覚機器の
活用と情
報発信の
推進 

学 習 指 導
に お け る
情 報 視 聴
覚 機 器 の
積 極 的 な
活用 

視聴覚機器等
の所在を明ら
かにして情報
提供し、活用
頻度を上げる
。 

夏期休業中に、全
視聴覚機器の確認
を行い、職員に紹
介する。現存機器
が有効に活用でき
るよう、配置･管理
を適切に行う。 

Ａ 夏季休業中に視聴覚機器の所在
を確認した。ＩＣＴ活用に関す
る校内研修として、視聴覚機器
担当が中心となって機器の紹介
をした。視聴覚機器の有効活
用方法も自主研修として実施
し、授業に生かせる内容で効
果的であった。アンプやスピ
－カーの購入と修理を行い、放
送環境を整えた。 

学 校 か ら
の 情 報 発
信 力 の 向
上 

行事実施後１
週間以内に学
校ＨＰの更新
を行う。 

副校長決裁として
起案からＨＰ掲載
までの短縮を図っ
て、担当職員を中
心に更新を行う。 

Ａ ＨＰ担当が中心となって更新を
呼びかけ、学校行事や各学部で
の取組を適宜更新することがで
きた。月平均の閲覧数が約２６
００以上で、多い月は４５００
以上あり、多くの方へ情報発信
ができた。 

個人情報
等データ
管理の徹
底 

危 機 管 理
意 識 の 保
持 と セ キ
ュ リ テ ィ
の徹底 

電子情報に限
らずすべての
個人情報に関
する取扱いを
徹底する。 

毎月、情報端末機
器を確認して紛失
がないよう徹底す
る。個人情報流出
等に関する情報提
供や注意喚起を適
宜行う。 

Ｂ ＵＳＢの紛失、個人情報の流失
等は起きていない。月に１度、
職員に配付しているＵＳＢを視
認した。今までＵＳＢの使用規
定が不十分だったので、使用規
定を整理して学校危機管理マニ
ュアルへ明記した。 

環境 
整備 

学習環境
の整理と
整備 

全職員によ
る美化活動
の推進 

環境整備の日
に全職員で環
境美化に取り
組む。 

全職員で取り組め
るよう、環境整備部
が行事前や季節に
応じて整備計画を
立案し作業する 

Ｂ 毎月１回、環境整備の日には、
その時々の状況に合わせて作業
場所、作業内容を計画し、環境
整備部を中心に全職員で環境美
化に取り組むことができた。 

花壇プランタ
ー、駐車場等を
日常的に管理、
整備する。 

環境整備部職員を
中心に安全面を踏
まえて整備に取り
組む。 

Ｂ 環境整備の日に役割を全職員で
分担して、花苗や球根植え、草
取り、送迎車待機場所のクヌギ
の伸びていた枝の剪定や駐車場
のロープの張り替えなどを行っ
た。 

環境教育
・エコ活
動の推進 
    
 
 
 

環境教育の
取組 

各学部・課程毎
に児童生徒の
実態に応じて
取り組む。 

日常的に実践でき
る内容を各学部・課
程毎に計画を立て、
教師も共に作業し
ながら児童生徒の
意欲を高める 

Ｂ 学部毎に、学級や委員会で活動
をした。中学部Ⅰ課程２年は、
１１月に県の事業「ロード・ク
リーン・ボランティア」で道路
の清掃を行った。生徒の希望も
あり、３月にも実施する予定で
ある。 

ゴミ処理の
共通理解、
節約の取組 

ゴミの分別と
削減、節電や
用紙使用量削
減に努める。 

ゆうネット掲載や
定期的な呼びかけ、
使用量の掲示等を
行う。 

Ｂ 年度初めにゴミの分別、プリン
ターやコピー機の印刷枚数の基
準等を確認、両面印刷等を呼び
掛けることで職員の意識を高め
た。 

  
４ 学校関係者評価 

（１）防災に関する校内の取組について 
・防災に関する業務を分掌部で分担する方法は、学校全体で取り組むことになるので大変良い。職員そ

れぞれが自分のこととして取り組むとともに、全員で取り組む気持ちが生まれたのではないか。 
（２）働き方改革について 
 ・労働時間をどこからどこまでとするか難しい面もあるが、労務管理はどの職場でも必須となる。一般

事業所の場合、来年度から時間外勤務が月８０時間を超えると罰則が課されるが、学校でも今年度の
ような取組を継続して進める必要がある。 
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（３）ヒヤリハットについて 
 ・ヒヤリハットは、職員の意識が高まると件数が増える。ヒヤリハットはアクシデントを防止するとい

う意識を醸成するので、ある程度数が多いことは良いことである。ヒヤリハットは、複数でのチェッ
クを怠ったり、行っても形骸化していたり、手順どおりに行わなかったりすることで発生することが
ほとんどである。同じミスを減らすためには、原因をフィードバックするシステムをしっかりと作る
ことが必要である。 

（４）教育課程の改善について 
 ・Ⅲ課程への生活単元学習の導入は、学習指導要領改訂のこの時期に、各教科の指導を意識して行う意

味で大変良い。このことは、教員の自立活動の理解にもつながり専門性が向上すると思われる。 
（５）その他 

・行事毎に児童生徒や職員の頑張りが感じられる。 
・地域との交流及び市や社会福祉協議会との連携を更に深め、学校からもっと情報を発信してはどうか

自治体も学校も目指す方向は同じであり、地域としても協力していきたいと考えている。 

 

５ 総合評価 

〇１２月に実施した保護者アンケートの結果、回収率は９３．５％だった。担任から未提出の家庭には個
別に働きかけた結果である。項目は昨年と同じ項目で実施したが、３点以上アップしたのは２１項目中
７項目、逆にダウンしたのは０項目であった。「本校に入学させてよかった」が今年度は達成度９４点
「教師は児童生徒についての保護者の相談に適切に応じている」も４ポイント上昇して９３点であるこ
となどから、職員が児童生徒への丁寧な指導及び支援を行うとともに保護者ともきめ細かな連携を図っ
ていることが評価されものと思われる。 

〇防災対策については、昨年度マニュアルの見直し等を行い必要な校内体制を整えたが、今年度はそれら
の業務を各分掌部で分担することとした。このことは、喉元過ぎて記憶が薄らぎ、担当する一部の分掌
部に任せきりにならないようにするための取組であったが、業務の平準化や職員の意識向上のためにも
大変効果があった。また、防災型コミュニティ・スクールに関する取組については、避難所運営に係る
整理を校内で行い、ひのくに高等支援学校・菊池支援学校と協議した内容を合志市に伝えており、合志
市の対応を待っている状況である。 

 

６ 次年度への課題・改善方策 

〇働き方改革については、教育の質を落とすことのないよう工夫しつつ、引き続き取り組んでいく。また
職場の温かい雰囲気づくりを推進し、職員の精神衛生にも配慮していきたい。 

〇ヒヤリハットについては、同様のミスを減らすとともに事故にならないように、原因をフィードバック
するシステムづくりに来年度にかけて取り組んでいく。 

〇教育課程の改善を行う中で、よりよい授業づくりのために努力し職員の専門性向上を図る。また、その
成果を県内の病弱教育への支援に生かし、センター的機能が充実するよう取り組んでいく。 

 

 


